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論　文　の　内　容　の　要　旨

　本研究は，食品産業の国内立地における産業集積の有無について，特に，静岡県の製茶業に着目し産業集

積の実態とその経済構造を考察するとともに，我が国食品企業の海外立地に関して，企業経営資源と経済環

境の視点から海外立地選択要因を実証的に考察した。分析対象は，日系食品企業である。その結果，以下の

5点が解明できた。

（1） 　我が国食品産業の国内外の立地動向を統計的に解明し，国内立地の多くが 1980年代までに終了し，そ

れ以降海外立地が増加していることを示した。国内における産業集積の統計的分析では，食品産業全体

では産業集積は生じていないが，業種別でみると産業集積の生じている業種があることを，また，原材

料調達などの垂直的な関係にある食品業種間の立地では産業集積の生じている業種があることを明らか

にした。

（2） 　食品産業における産業集積の一事例として，静岡県における製茶業の産業集積の実態を明らかにし，

牧之原地域を中心とした中西部において茶農家や茶商，製茶機械企業が集積していることと共に，緑茶

クラスターが形成されていることが分かった。

（3） 　1980年代後半から急激に増加した日系多国籍食品企業の海外立地動向と海外立地選択について統計的

に解明した。最初に企業経営資源に着目して実証分析を行った。その結果，グローバル，東アジア及び

EUで研究開発，マーケティング・ノウハウが他の経営資源変数とともに日系多国籍食品企業の海外立

地選択要因であることが分かった。

（4） 　第 2に海外立地要因としての経済環境，特に産業集積変数に着目して，海外立地選択要因分析を行っ

た。その結果，東アジアと NAFTA・EU，各地域における日系多国籍食品企業の海外立地選択要因として，

市場規模などの経済環境変数とともに資源立脚度指数と食品産業集積変数に説明力があることが明らか

になった。

（5） 　日系多国籍加工食品産業の海外立地選択分析によって，東アジアと NAFTA・EU，各地域で水平的産

業集積が，東アジアと NAFTA・EUと東アジアで垂直的産業集積が立地選択要因となることが明らかに

なった。
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審　査　の　結　果　の　要　旨

　本論文は，食品産業の国内立地において産業集積の生じている業種があり，その実態の一事例として，静

岡県における製茶業の産業集積，すなわち緑茶クラスターを実証的に解明し，さらに食品産業の海外立地選

択では，企業経営資源に着目すると企業の製品差別化に寄与する研究開発とマーケティング・ノウハウが，

経済環境に着目すると農産物の資源賦存状況と産業集積効果が立地選択要因として重要であることを解明し

た労作である。食品産業の立地に関する従来の研究では，産業集積に着目した研究はほとんどない。本論文

の前半では，国内立地のデータと産業集積の統計的分析から，（1）食品産業全体では産業集積は生じていな

いが，業種別でみると産業集積の生じている業種があること。（2）原材料調達で垂直的な関係にある食品業

種間の立地で産業集積の生じている業種があること，（3）産業集積の生じている製茶業の実態を明らかにし

た。後半では，海外立地のデータと統計的分析から，（1）グローバル，東アジア及び EUで研究開発，マー

ケティング・ノウハウが他の経営資源変数とともに日系多国籍食品企業の海外立地選択要因であること，（2）

東アジアと NAFTA・EU，各地域における日系多国籍食品企業の海外立地選択要因として，他の経済環境変

数とともに資源立脚度指数と食品産業集積に説明力があることを明らかにした。本論文の研究成果は，食品

産業の産業集積と立地選択の分野において継承される内容を数多く含んでいる。また，同氏による将来の研

究発展も期待できる。

　本論文は，膨大な食品産業の国内立地と産業集積のデータを駆使すると共に，計量経済学的分析を行い，

我が国の食品産業の産業集積および海外立地選択に関して新しい研究方法を提示しており，その内容は高い

学術水準に達している。

　よって，著者は博士（学術）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。




